
 

 

平成２１年３月３１日 

 

平成２０年工場立地動向調査結果（速報） 

 

平成２０年１月から１２月において、全国の工場立地件数は１，６３１件（前

年比８．９％減）、立地面積は２，１８１ha（前年比２０．４％減）となりま

した。都道府県別立地件数では、前年と比較して１７都府県で増加し、２６道

府県で減少しました。 

 

１．工場立地件数は前年比で８．９％減少。面積は２０．４％減少。 

○全国の工場立地件数は、１，６３１件（前年比８．９％減）となり、平

成１４年以来６年ぶりに減少しました。 

○立地面積は、２，１８１ha（前年比２０．４％減）となり、前年から５

６０ha 減少しました。 

 

工場立地件数と立地面積の推移 

 

工場立地件数と立地面積の前年と比較した伸び率 

 



 

※半期ベースの立地件数について、２０年下期は１９年下期に続いて減少した。 

 

工場立地件数と立地面積の推移（期別） 

 

工場立地件数と立地面積の前年同期と比較した伸び率（期別） 

 

 

２．地域ブロック別の立地件数では東海がトップ。 

２．都道府県別では立地件数、立地面積ともに静岡県がトップ。 

○地域ブロック別では、関東臨海、東海、近畿臨海、四国が前年比で立地

件数が増加し、北東北、南東北、四国で立地面積が増加しました。 

○都道府県別では、立地件数については、１７都府県で増加し２６道府県

で減少しました。また、立地面積は２２県で増加し２５都道府県で減少

しました。 

  

３．業種別立地件数では、６業種で増加し、１３業種で減少。 

○業種別立地件数については、前年比で繊維工業、化学工業、ゴム製品製造

業、鉄鋼業、電気機械製造業、輸送用機械器具製造業が増加し、食料品製

造業、印刷・同関連業、プラスチック製品製造業、非鉄金属製造業、金属

製品製造業等１３業種で減少しました。 

 



 

◆地域ブロック別・都道府県別の立地状況 

１４地域中、関東臨海、東海、近畿臨海、四国において前年比で立地件数が

増加した一方、北海道、北東北、関東内陸、北九州については立地件数が減少

しました。 

立地件数の多かった地域は、上位から順に、東海（３０７件）、関東内陸（２

７３件）、近畿臨海（１６２件）で、これら３地域で全体の約４５％を占めまし

た。 

 

 

 

都道府県別では、立地件数では①静岡県、②兵庫県、③愛知県が、立地面積

では①静岡県、②宮城県、③福島県、兵庫県がそれぞれ上位となりました。 

 

（１）地域ブロック別の状況 

  立地件数が前年比で増加した地域は、増加件数の多い順に、近畿臨海（２

７件増）、関東臨海（８件増）、四国（７件増）、東海（１件増）となりました。 

  また、立地面積の前年比では、南東北（１７８ha 増）、四国（２６ha 増）

北東北（≒０．１ha 増）で増加し、関東臨海（１３１ha 減）、南九州（１１

０ha 減）、北九州（１０５ha 減）等、１１地域で減少しました。 

 

地域ブロック別工場立地件数の前年との比較 

 



 

地域ブロック別工場立地面積の前年との比較 

 

（２）都道府県の状況 

  立地件数が多かった都道府県は、上位から順に、①静岡県（１４４件）、②

兵庫県（１０２件）、③愛知県（９８件）、④群馬県（８３件）⑤茨城県（７

９件）でした。立地件数は、１７都府県において前年比で増加しており、静

岡県（前年１２４件→１４４件）、大阪府（同２６件→４６件）、神奈川県（同

２６件→４５件）での増加が目立ちました。 

  立地面積の大きかった都道府県は、上位から順に、①静岡県（１８６ha）、

②宮城県（１４４ha）、③福島県、兵庫県（１２２ha）、⑤茨城県（１２１ha）

となりました。 

 

 

◆業種別の立地状況 

立地件数の多かった業種は、多い順に輸送用機械器具製造業（２０８件）、金

属製品製造業（１９７件）、生産用機械器具製造業*（１８１件）、食料品製造業

（１６５件）、化学工業（１１１件）の順となりました。 

*生産用機械器具製造業は、平成１９年１１月改定、平成２０年４月適用の日本標準産業分類か

ら適用されているため、前年同期のデータは未表記。 

 

前年同期との比較では、繊維工業（前年２３件→２８件）、化学工業（同７８

件→１１１件）、ゴム製品製造業（同１３件→１５件）、鉄鋼業（同７７件→９

８件）等、６業種で立地件数の増加が見られました。 

食料品製造業（同１８０件→１６５件）、印刷・同関連業（同３６件→１８件）、

プラスチック製品製造業（同１３９件→１０８件）、金属製品製造業（同２７４

件→１９７件）等、１３業種で立地件数の減少が見られました。 

 



 

主な業種の工場立地件数の前年との比較 

 

 

主な業種の工場立地件数の推移 

 

※工場立地動向調査は、工場の立地の動向を全国にわたって、統一された基準で迅速に調査する

ことにより、工場立地の実態を把握し、工場立地の適正化及び土地利用の合理化に寄与するこ

とを目的としています。調査対象は、平成２０年（１月～１２月）に、国内で製造業、電気・

ガス・熱供給業のための工場・事業場を建設する目的で１千㎡以上の用地を取得した事業者と

しております。 
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